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職員の給与等に関する報告及び職員の給与等に関する報告及び職員の給与等に関する報告及び職員の給与等に関する報告及び給与改定に関する給与改定に関する給与改定に関する給与改定に関する勧告の勧告の勧告の勧告の骨子骨子骨子骨子    

 

平 成 2 7年 1 1月 ４ 日 

広 島 県 人 事 委 員 会 

１ 職員給与と民間給与との比較 

 ⑴ 月例給（職員給与と民間給与との較差） 

職員給与と民間給与との較差 摘       要 

民間給与      392,654 円 

県の行政職給料表の適用を受ける職員のうち，新規採用者を除く5,805

人（平均年齢44.5歳〔対前年比△0.1歳〕）と，民間事業所の従業員（企

業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の県内の1,248事業所から抽出

した353事業所のうち調査することができた事務・技術関係の従業員

11,439人）のうち,職務の種類，責任の度合等の条件が対応すると認めら

れる者の本年４月分の給与を相互に比較 

職員給与      389,048 円 

較 差      

3,606 円 

（0.93％） 

（注） 民間・職員給与は，きまって支給する給与から，時間外手当，通勤手当及びこれらに相当する手当を除いたものである。 

 ⑵ 民間における特別給（ボーナス）の支給状況 

区     分 民間の支給割合  職員の年間支給月数 

下  半  期 2.03 月分  

4.10 月 上  半  期 2.18 月分  

年  間  計 4.21 月分  

   （注） 下半期とは平成26年８月から平成27年１月まで，上半期とは同年２月から７月までの期間をいう。 

【【【【本年の給与本年の給与本年の給与本年の給与勧告勧告勧告勧告等等等等のポイント】のポイント】のポイント】のポイント】    

１ 民間給与との較差等に基づく給与改定（平成27年４月から実施） 

① 本年の職員給与と民間給与との較差〔3,606円（0.93％）〕を解消するため， 

給料表の水準等を引上げ 

② 特別給は，民間の年間支給割合（4.21月分）が職員の年間支給月数（4.10月） 

を上回っていることから，期末手当・勤勉手当を4.20月に引上げ 

    

２ 給与制度の総合的見直しに関する給与改定 

① 地域手当の支給割合を平成30年４月までに段階的に引上げ 

② 単身赴任手当を国に準じて改定 

     

３ 給与制度をめぐる諸課題 

寒冷地手当を平成28年４月から廃止 

     

４ 本県独自の給与制度の見直し(平成28年４月から実施) 

知事からの検討要請を踏まえ，本県の給与制度を見直し 

① 職責を明確に反映した職制の再編にあわせて等級制度を見直し 

② 管理職員において勤務成績の給与反映をさらに進めるための給与制度の見直し 
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２ 給与報告及び勧告の内容 

⑴  民間給与との較差等に基づく給与改定 

ア 給料表等 

・ 本年の職員給与と民間給与の較差3,606円（0.93％）を解消するため，初任給を含む若年層を重点的に改定 

している国の俸給表に準じて給料表を改定 

・ この改定を行ってもなお残る公民較差は，⑵アの地域手当の改定により解消 

イ 初任給調整手当 

    医師に対する初任給調整手当を国家公務員の改定に準じて改定 

ウ 期末手当及び勤勉手当 

民間事業所における特別給の年間支給割合（4.21月分）が，職員の年間支給月数（4.10月）を上回っている 

ことから，勤勉手当を0.10月分引上げ 

  エ 実施時期 

    平成27年４月１日から実施 

 

 ⑵ 給与制度の総合的見直しに関する給与改定 

本年4月から実施している給与制度の総合的見直しについて，次のとおり対応することが必要 

ア 地域手当の改定 

・ 国では，給与制度の総合的見直しにより，地域間の給与配分の見直しの観点から，俸給表の水準を引き下げ

て地域手当等に配分 

 ・ 本県においても，国に準じて，本年４月から給料表の水準を引き下げていることから，民間給与と均衡して

いる見直し前の職員の給与水準に戻すため，県内に勤務する職員の地域手当を1.5％引上げ。東京都特別区及

び大阪府大阪市に勤務する職員の地域手当は国に準じてそれぞれ２％，１％引上げ 

・ 昨年勧告した給与制度の総合的見直しの実施に係る経過措置の終了時期にあわせ，平成30年４月までに段階

的に引き上げることとし，本年４月に適用する支給割合は，公民較差解消のため0.79％引上げ 

イ 単身赴任手当の改定 

  国に準じて，平成28年４月から基礎額を30,000円に，加算額の限度を70,000円に引上げ 

 

⑶ 給与制度をめぐる諸課題 

 ア 勤務成績の給与への反映 

平成28年４月に施行される改正地方公務員法により，人事評価の結果を給与その他の人事管理の基礎とするこ

とが求められていることを受け，現行の昇給制度等について，法の趣旨を踏まえた運用が図られるように見直し

を検討することが必要 

イ 高齢層職員の昇給制度の改正 

  55歳を超える職員の昇給抑制措置について，導入に向けた環境整備を図ることが必要 

ウ 寒冷地手当の廃止 

県内の民間事業所における支給実態を踏まえ，平成28年度から廃止 

（廃止にあたっては，現に支給されている職員への影響を考慮し，所要の経過措置） 
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⑷ 本県独自の給与制度の見直し 

【見直しの経緯】 

知事においては，社会経済環境の変化を踏まえて本年度改定された「ひろしま未来チャレンジビジョン」の実 

現に向けた行政面での基盤づくりの一つとして，職員がモチベーションを持続し，高いパフォーマンスを発揮し

続けるための仕組みづくりに取り組まれている。 

この取組を推進するため，知事から本人事委員会に対し，職責を明確にした簡素な職制に対応する等級制度， 

管理職員の勤務成績の給与反映の拡大など，本県独自の給与制度について検討するよう要請があったことから， 

今後の人事施策に資する給与制度の在り方について検討を進め，次のとおり見直しを行うこととした。 

  ア 職制の見直しに応じた等級制度の見直し 

○ 任命権者では，高度化・複雑化する行政課題に迅速に対応するため，監督者層の職制を見直すこととし，

現在行政職給料表４級と５級に置かれている職を廃止し，新たな職を設置して，７段階の職制に再編 

○ これを受けて，職務給の原則を踏まえ，行政職給料表を職制に応じた７段階の等級に見直し 

・ 現行の行政職給料表４級と５級を廃止し，新たな職が位置付けられる級を新設 

・ 同一の職が置かれている行政職給料表１級と２級を統合 

 ○ 医療職給料表（二）及び医療職給料表（三）についても，職制にあわせて同様に見直し 

イ 管理職員の給与制度の見直し 

（ア）給料表等 

・ 本県では，平成23年４月から，現行の行政職給料表７級（本庁の課長級）以上の管理職員について，定

期昇給を廃止し，国の行政職俸給表（一）に準じた給料表の枠組みの中で，職務の級ごとに勤務成績に応

じた３つの号給を固定して運用 

・ 管理職員の職務・職責や勤務実績・能力評価による給与反映をさらに進めるため，既に一定程度の給与

水準にあることを踏まえ，生活関連手当である扶養手当及び住居手当を不支給とし，給料及び管理職手当

に配分 

・ 給料表の構造を見直し，職務の級ごとに勤務成績の区分に応じた４号給を設定 

（イ）期末手当及び勤勉手当 

・ 本庁の課長級の職について，勤務成績の給与反映を拡大するため，特別給における勤勉手当への配分を

引き上げて，本庁の部長級及び局長級の職と同じ支給月数に見直し 

ウ 実施時期等 

 平成28年４月１日から実施 

（等級制度の見直し及び管理職員の生活関連手当の不支給にあたり，所要の経過措置） 

 

３ 人事行政における当面の諸課題に関する報告 

⑴ 人材の確保 

 専門試験を課さない試験区分である「行政（一般事務）B」の新設等の取組により，本年度の大学卒業程度試験

の受験者数は前年度より増加し，新たな受験者層の掘り起こしに一定の成果。一方で技術系職種については競争倍

率が低い水準で推移しており，より効果的な広報活動を実施するとともに，多様で有為な人材が確保できる試験制

度の研究・改善を引き続き行い，受験者の確保に取り組むことが必要 

⑵ 能力及び実績に基づく人事管理の徹底 

各任命権者においては，改正地方公務員法を踏まえ，引き続き客観的で透明性の高い能力本位の人事管理を進め

ていくとともに，平成28年度からは本県独自の給料表を導入した新たな給与制度に移行することなどから，職務給

の原則の一層の徹底を図ることが必要 
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⑶ 人材の育成 

個々の職員に応じて採用から退職・再任用まで，計画的な人材育成を図ることが重要。また，人材育成を図る上

で，評定や指導に係る技能を向上させるための措置を講じるなど，人事評価制度に対する職員の信頼を高めるよう

努めることが必要 

⑷ 女性の活躍の促進 

  ・ 本年９月に女性の職業生活における活躍の推進に関する法律が公布され，都道府県に対し事業主行動計画を策 

定することなどを義務付け 

・ 本県においては，女性職員を要職へ登用するなどの取組を進めているところであり，これらの取組に加え，法

律に従い，適切な目標を設定した上で，引き続き，女性の活躍に向けた取組を計画的に進めていくことが必要 

⑸ 時間外勤務の縮減等 

・ 一斉定時退庁・一斉消灯等に加え，特に知事部局では，管理監督者によるマネジメントの徹底などの時間外勤

務の縮減に向けた取組を行ってきているものの，昨年度は，８月豪雨災害や衆議院選挙等の影響もあり，知事部

局及び警察本部において時間外勤務が増加。また，教育委員会では，学校現場の活性化を図るため，業務改善の

取組の強化が図られているが，各任命権者とも引き続き時間外勤務の縮減を図っていくことが必要 

  ・ 年次有給休暇の取得促進に向けた取組も重要であり，より取得しやすい環境整備等に引き続き積極的に取り組 

むことが必要 

⑹ 両立支援の取組の推進 

  ・ 男性職員の育児休業の活用が依然として十分とは言えない状況。各任命権者は，本年度，新たな特定事業主

行動計画を策定し，男性職員の育児参加について，両立支援の一層の充実を図る観点からさらに高い目標を設

定しているところであり，計画期間内に目標を達成できるよう，取組を強化していくことが必要  

・ 人事院は，本年，フレックスタイム制の拡充に係る勤務時間法の改正を勧告。今後，本県においても，国や

他の都道府県の動向を注視しながら導入の可能性について検討することが必要 

⑺ 長距離・長時間通勤の解消 

長距離・長時間通勤については，概ね減少傾向にあるが，引き続きその実態を把握・分析し，その解消を十分意

識した人事異動その他の計画的な人事管理など総合的な方策により，極力解消していくことが必要 

⑻ 職員の健康管理 

・ 職員のメンタルヘルス対策については，教育委員会や警察本部において本年度から精神科の医師を産業医に選

任するなど，様々な取組が行われているところであるが，精神疾患を原因とする長期病休者，休職者の数や割

合は，依然として高い水準にあり，予防や早期発見・早期対応の観点に立った対策がなお一層必要 

・ 労働安全衛生法が改正されストレスチェック制度が創設されるため，本県でも，各任命権者においてこの制度

が円滑に導入，運営されることが必要 

 ⑼ 高齢期の職員の雇用問題 

・ 来年度には年金支給開始年齢が62歳に引き上げられることから，フルタイム勤務の拡大とともに，適切な配置

を進め，意欲と能力のある再任用職員を幅広い職務や職域で最大限活用していくことが必要 

・ 人事院は，再任用職員の給与については，民間企業の再雇用者の給与の動向等を踏まえ，引き続き，その在り

方について必要な検討を行っていくこととしており，本県においても，このような動きを踏まえながら検討して

いくことが必要 

【参考】人事委員会の給与勧告の意義 

  人事委員会の勧告は，労働基本権が制約されている公務員に対し，社会一般の情勢に適応した給与を確保する機能

を有するもの 

  この制度が適正に機能することは，将来にわたり効率的な公務運営を維持し，そのために必要とされる有為な人材

を確保・育成していくための基盤となるもの 


